


 

はじめに 

 

 都市農業は、急激な人口増大と都市への人口流入がすすんだ高度経済成長期以降、宅

地化を前提とした厳しい状況に置かれました。市街化区域及びその周辺にある都市農地

は、激しい開発圧力や住宅地への隣接による営農環境悪化等にさらされ激減しました。 

 しかし、都市の農業者・ＪＡは、厳しい環境下においても創意工夫を重ね、直売や農

業体験農園等の都市部の特徴を生かした新たな農業経営モデルを生み出しました。ま

た、食農教育や学校給食への食材提供等、都市農業の理解につながる地道な取組みを続

けました。 

 

 近年、日本は人口減少・成熟社会を迎え社会のあり方が大きな転換を迎えています。

宅地需要は沈静化しつつあり、また身近な農業体験の場や災害時の防災空間など、都市

農地の多様な機能を評価し、農のあるくらしを求める声が高まっています。 

 そうした声を背景に、農業者・ＪＡグループの長年の取組みが結実し、2015年に「都

市農業振興基本法」が、2016年には「都市農業振興基本計画」が成立しました。これに

より、都市農業・都市農地の位置付けは大きく転換し、都市にあるべきものとして位置

づけられました。また、これに伴い関連する法・税制度が改正されています。現在も、

国土交通省において都市農地も含めたグリーンインフラに関する議論が活発に行われて

おり、今後都市農地への関心はますます高まることが想定されます。 

 都市農地を管内に有するＪＡは、農業者がこうした都市農業関連制度を活用する支援

を行い、都市農業振興・都市農地保全に貢献することが重要な役割といえます。この中

でも、特に営農継続に大きく係わるのが、生産緑地法、相続税の納税猶予制度、都市農

地の貸借の円滑化に関する法律（以下「都市農地の貸借円滑化法」）です。 

 

 三大都市圏特定市においては、2022年に現行の生産緑地制度の導入から30年を迎えま

す。生産緑地の概ね８割を占める約１万haにおいて買取りの申出が可能となる中、新た

に創設された特定生産緑地制度の制度活用をすすめることが不可欠です。 

 限られた期間の中、もれなく制度を周知して農業者からの相談に対応するには、担当

職員のみでは体制が不足するＪＡも多く、必要に応じて支店長や渉外等が問題意識を持

ち、取組むことが求められます。一方で、都市農業関連制度が複雑なことから、支店長

や渉外等が農業者からの多様な質問に答えるのは困難な場合も多いと考えられます。 

  



 

 

 

また、三大都市圏特定市以外の自治体（以下「地方圏」の自治体）は、ほとんどの場

合生産緑地制度が導入されていません。これは、固定資産税の負担調整措置により、長

年「地方圏」の自治体の市街化区域農地の固定資産税・都市計画税の負担が抑えられて

きたことが要因の一つにあります。しかし、近年は宅地と同等の負担となる地域が増え

ており、農業収入の大部分あるいはそれを超える税負担に、意欲ある農業者も営農継続

が困難となりつつあります。 

 国土交通省は、「地方圏」の自治体においても生産緑地制度を導入するよう、2017年の

都市計画運用指針の改正時にその旨を明記しました。2019年現在、新たに高知市や広島

市で制度を導入する動きが出ており、こうした機運を更に高める必要があります。 

 そのためには、農業者やＪＡ職員が、正しい知識・情報を得た上で、自治体や議会に

働きかけることが重要です。生産緑地制度をはじめとした都市農業関連制度について、

基本的な情報を整理した書籍があれば、こうした取組みをすすめる後押しとなります。 

 

 本冊は、都市における営農継続に大きく係わる生産緑地法、相続税の納税猶予制度、

「都市農地の貸借円滑化法」について、制度の概要について解説するとともに、農業者

からよく寄せられる内容を中心に、一般的な運用について一問一答形式により解説しま

した。 

 ＪＡにおいて農地・土地に関する事業・相談を扱う部署はもとより、営農関係部署や

管内に生産緑地や市街化区域農地を多く有する支店の支店長・副支店長および渉外職員

など、都市農業関連制度に比較的なじみの薄い方を念頭に整理をしたものです。もちろ

ん、青年部をはじめとした農業者自らが制度について学ぶ際にも活用できますので、積

極的にご活用いただければ幸いです。 

 

 本冊が多くの方々に利用され、前述のような課題解決の一助となり、都市農業の振興

と都市農地の保全、ひいては都市の農業者や地域住民の豊かで潤いのある生活環境の保

全・創出につながることを心から期待します。 

 

2019年11月 

全国農業協同組合中央会 
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１．生産緑地制度の概要 

（１）生産緑地とは 

〇 生産緑地制度とは、市街化区域内の農地を計画的に保全することで、良好な都市環境を

形成することを目的とした制度です。市街化区域農地は、本来は宅地並の課税ですが、生

産緑地の指定を受けて営農を継続すれば、一定の行為制限の下で農地並に課税が軽減さ

れます。そのため、生産緑地制度は、市街化区域における営農継続に必要な制度となって

います。 

 

○ 三大都市圏特定市1では、ほぼすべての自治体で制度が導入されており、市街化区域農

地の50％を超える約1.2万haが生産緑地に指定されています。また、2015年の「都市農業

振興基本法」の制定以来、都市農地保全の法制度が整備され、その機運が高まっているこ

ともあり、追加指定を認める自治体が増えています。 

 

○ 今後とも市街化区域内の農地が計画的に保全されるためには、2022年以降に向けて、特

定生産緑地制度への移行を円滑に進めることが求められています。 

 

○ 三大都市圏の特定市以外の自治体（以下「地方圏」の自治体）においては、制度の導入

が進んでおらず、その面積は全市街化区域農地の面積の１％にも達していません。意欲あ

る農業者が営農を継続できるよう、生産緑地制度の導入を進めることが求められています。 

 

【三大都市圏特定市における生産緑地等の面積推移】 【市街化区域農地面積(地帯別）】 

 

出典：国土交通省「都市計画年報（2018 年）」、総務省「固定資産の価格等の概要調書（2018 年）」 

  

 
1 三大都市圏特定市とは、①都の特別区の区域、②首都圏、近畿圏又は中部圏にある政令指定都市、③②以外の市でその区

域の全部または一部が三大都市圏の既成市街地、近郊整備地帯等の区域内にあるもの。具体的な自治体名は第１章Ｑ27

参照。それ以外の自治体を、便宜上「地方圏」の自治体と呼称しています。 
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【農地の行為制限と税制上の措置】 

 
出典：ＪＡ東京中央会「都市で農業を続けるために知っておきたい８のこと（2019 年７月）」 

 

 

【市街化区域農地および生産緑地の面積（都道府県別）】 

 
出典：国土交通省「都市計画年報（2018 年）」、総務省「固定資産の価格等の概要調書（2018 年）」 
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（２）生産緑地の行為制限と税制上の措置 

１）行為制限 

○ 生産緑地は、その指定により農地としての管理義務が課せられます。農地以外への転

用・転売は、生産緑地地区の都市計画の告示後30年が経過あるいは一定の条件のもと買取

り申出を行って行為制限が解除されない限り、行うことはできません。 

 

〇 一方で、営農に必要となるビニールハウスや倉庫等の施設や、都市における農業経営の

発展に資する直売所・農家レストラン等の施設については、生活環境の悪化をもたらす恐

れがないものに限り、区市町村長の許可を受けた場合に設置が可能です。 

 

２）税制上の措置 

〇 生産緑地に指定されることで、前述のように行為制限がかかる一方で、営農継続に資す

るよう税制上の措置が講じられます。 

 

① 相続税 

〇 相続税については、第３章を参照願います。 

 

② 固定資産税・都市計画税 

○ 市街化区域農地の固定資産税・都市計画税は、転用が届出で可能なこと等もあり、宅地

並評価・宅地並課税となります。一方、生産緑地指定を受けた農地は、農地として管理さ

れること等が勘案され、農地評価・農地課税となります。 

 

【農地の区分による固定資産税等の評価方法・課税方法の違い（イメージ）】 

 
出典：ＪＡ全中作成 
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【生産緑地指定による固定資産税・都市計画税負担の変化（例）】 

 
出典：ＪＡ全中「新・生産緑地制度活用のすすめ（2017 年６月）」より、北関東の中核市における事例 

 

 

都市農業振興基本法の狙いは何か。 

 都市農業振興基本法は、都市農業の安定的な継続を図るとともに、多様な機能の適切かつ

十分な発揮を通じて良好な都市環境の形成に資することを目的として制定されました。 

 その基本理念として、以下の３つを明らかにするとともに、政府に対しては必要な法制

上、財政上、税制上、金融上の措置を講じるとともに、都市農業振興基本計画を策定し公表

することを定めています。 

①都市農業の多様な機能の適切かつ十分な発揮と都市農地の有効な活用及び適正な保全が図

られること 

②良好な市街地形成における農との共存に資するよう都市農業振興が図られること 

③国民の理解の下に施策の推進が図られること 

 また、地方公共団体に対しては、都市農業振興基本計画を基本として、当該地方公共団体

における都市農業の振興に関する計画（地方計画）を策定し、公表するよう努めることを定

めています。 

【都市農業の多様な機能】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：農林水産省・国土交通省「都市農業振興基本法のあらまし（2015 年 7 月）」 

コラム
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（３）生産緑地の指定要件 

○ 生産緑地は、指定を希望する所有者が区市町村に申請を行い、区市町村が都市計画審議

会の審議を経て都市計画決定を行うことで、指定されます。生産緑地の指定を受ける際に

は、生産緑地法により定められている要件等を満たすことが必要です。 

 

○ 生産緑地法は、2017年の法改正によって面積要件（500㎡）が緩和されたほか、一団の

農地とみなす要件の緩和（第１章Ｑ13、14参照）も行われました。これにより、小規模な

農地の生産緑地の指定促進や道連れ解除の防止に資することとなり、小規模な農地につい

てもきめ細かに保全できることになりました。 

 

【生産緑地の指定に係る主な要件】 

・市街化区域内にある農地等 

・農地所有者等の同意 

・500㎡以上の区域（区市町村が条例で300㎡まで引下げ可能） 

・農林漁業の継続が可能な条件を備えていると認められる（用排水その他の状況を勘案） 

・良好な生活環境確保に相当の効用があり、かつ公共施設等の敷地として適している 等 

※生産緑地法第３条をもとに全中が整理 

 

○ なお、自治体によっては、法令で定められた要件に加えて、追加で要件を定めているこ

ともありますので、生産緑地の指定を希望する際は、予めその要件を確認することが必要

です。 

 

【生産緑地法改正（2017年）による面積要件の変化】 

 
※区市町村が条例で指定面積を 300 ㎡まで引き下げている場合 

出典：ＪＡ全中「新・生産緑地制度活用のすすめ（2017 年６月）」 
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（４）生産緑地の行為制限の解除 

〇 生産緑地は、次のいずれかに該当する場合に、区市町村に買取り申出を行うことができ

るとされています。 

・生産緑地地区の都市計画の告示後30年が経過した場合 

・主たる従事者の死亡または農業に従事することを不可能にさせる故障が生じる等2によ

り農業等の継続が困難な場合 

 

○ なお、区市町村が申出された農地を買収しない場合、農林漁業者への買取りあっせんを

行うこととされています。それでもなお生産緑地として買収する者がいない場合には、生

産緑地の行為制限が解除され、転用・売却等が可能となります。 

 

【生産緑地制度の指定とその後のフロー】 

 

 
2 詳細は、第１章Ｑ19 を参照。 

主たる従事者の死亡等

生産緑地指定後30年経過

区市町村長への買取りの申出

買取申出なし
買い取る旨の通知
（1か月以内）

買い取らない旨の通知
（1か月以内）

営農の継続

法律の目的に従った適切

な管理（公園、緑地等と

して整備）

○農林漁業希望者へのあっせん

○あっせん不調の場合には、行為制限の

解除（買取り申出から３ヶ月後）

【 指 定 要 件 】

・農地所有者等の同意

・市街化区域内農地で、面積が一団で500㎡(300㎡まで緩和可)以上

・良好な生活環境の確保に効用があり、かつ公共施設等の敷地の

用地に適している 等

【 行為の制限 】

〇 農地以外としての転用・転売はできなくなります。

〇 建築物等の新築、増改築、宅地造成などが出来なくなります

（ハウスや倉庫等の農業用施設や直売所・レストラン等は、許可に

より設置可）。

生産緑地地区に関する都市計画の決定

農地等としての生産緑地の管理

農地所有者による生産緑地指定の申し出
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２．生産緑地制度に関するＱ＆Ａ 

 

Ｑ１ 生産緑地に指定された場合、どのようなメリットがあるか。 

Ａ１ 市街化区域は、都市計画法において「おおむね10年以内に優先的かつ計画的に市街化

を図るべき区域」とされており、その区域内にある農地はほとんどが営農支援措置の

対象外となりますが、生産緑地に指定されることで、農業振興の対象となり、国や自

治体による営農支援措置の対象となることがあります。 

また、固定資産税、都市計画税は農地並の税額になります。市街化区域農地の固定資

産税・都市計画税は、地域にもよりますが数万円～百数十万円／反・年にもなります

ので、営農を継続する後押しになる重要な制度です。 

さらに、1991年１月１日時点で三大都市圏特定市であった都市では、市街化区域農地

について相続税や贈与税の納税猶予制度がありませんが、生産緑地地区内の農地は納

税猶予制度の対象となります（第３章参照）。 

加えて、2018年に成立した「都市農地の貸借円滑化法」によって、生産緑地を貸借し

た場合でも、相続税の納税猶予制度を受けることができる新たな貸借制度が活用で

きるようになりました（第４章参照）。 

このように、生産緑地制度には様々なメリットがありますが、これは営農を継続し、

良好な都市環境の形成に資することと表裏一体であるともいえますので、周辺の環

境や住民と調和のとれた農業経営を意識することが求められます。 

 

Ｑ２ 生産緑地の指定申請は、いつ、だれにすればよいのか。 

Ａ２ 生産緑地の指定申請の可否や時期は区市町村によって異なります。まずはお住まいの

区市町村の都市計画担当部署若しくは農業政策担当部署へご相談ください。 

なお、近年は都市農業振興・都市農地保全の機運の高まりもあり、追加の指定を受け

付ける自治体が増えています。地域社会計画研究所の調査によると、生産緑地の追加

指定を認める自治体は、2017年３月では有効回答のうち31％でしたが、2018年10月に

は64％に増加しました。 

 

Ｑ３ 生産緑地に指定する場合、所有するすべての農地を指定する必要があるのか。一部の

農地のみを指定することは可能か。 

Ａ３ 一部の農地のみを指定することも可能です。 

生産緑地の指定は、農地所有者の意思が前提であり、所有する農地のうち希望する農

地を選択して指定を受けることができます。 
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コラム

Ｑ４ 生産緑地の所有者が死亡した場合どうなるか。 

Ａ４ 生産緑地の所有者が、主たる従事者であった場合、自治体に対して買取りの申出を行

うことが可能です。買取りの申出を行わず、引続き営農を継続することも可能です。

詳細は、Ｐ７をご参照ください。 

 

Ｑ５ 生産緑地に指定された30年の途中で、相続により所有者が変わった場合、その時点か

ら30年間の行為制限がかかるのか。 

Ａ５ 生産緑地は、都市計画決定から30年間経過するまで行為制限が課せられます。所有者

名義が途中で変わっても、行為制限の期間は変わりません。 

例えば、生産緑地の都市計画決定から10年経過した時点で相続が発生した際、相続人

が継承した生産緑地の行為制限の期間は、20年となります。 

 

Ｑ６ 田や畑だけでなく、果樹が植えられている土地でも、農地として認められるのか。 

Ａ６ 果樹が植えられている土地でも、適正に肥培管理されていれば農地として認められま

す。ただし、苗木を植えただけで肥培管理されていなければ農地としては認められま

せんので、注意が必要です。 

 

 

 

地価が下落しているのに固定資産税等の負担が上がることがあるのは何故か。 

 固定資産税・都市計画税の評価額については、自治体ごとに大きな差がありました。そこで、

税の公平性の観点等をふまえ、1994年に宅地の評価額を地価公示価格等の７割とすることとさ

れました。その際に、税負担の急上昇を避けるために、緩やかに税負担を上昇させる「負担調

整措置」が導入されています。 

 三大都市圏特定市の市街化区域農地は、宅地並課税のため、比較的短期間でその調整が終わ

ります。一方、「地方圏」の自治体の市街化区域農地は、農地並課税のため、税負担の増額が最

大で前年の課税標準額の１割となっています。そのため、「地方圏」の自治体の固定資産税・都

市計画税の負担は緩やかに上がり続けました。その結果、地価が下落しても本来の水準の税負

担となっていなければ、税負担が上がるという現象が起こりました。 

 しかし、「負担調整措置」の導入から約四半世紀がたつ中、「地方圏」の自治体においても多

くの市街化区域農地が本来の宅地並の税負担となりつつあります。農業経営を続ける上で重い

負担となっており、こうした観点からも、生産緑地制度への関心が高まっています。 
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Ｑ７ 生産緑地には、息子の家やアパート等を建設することが可能か。 

Ａ７ 生産緑地には、農業を営むために必要な一定の施設以外は建てることができません。

生産緑地を農地として適切に管理することと税制上の措置は関連しており、生産緑地

法に違反した場合は、原状回復を行うことや罰則の対象となります。 

主たる従事者が死亡・営農困難となり、買取りの申出が認められた後、自治体がその

土地を買い取らず、また周りの農家も買わなかった場合は、行為制限が解除され、住

宅等の建築が可能になります。 

一定の施設の一覧は、第１章Ｑ８をご参照ください。 

 

Ｑ８ 生産緑地に設置が可能な農業を営むために必要な一定の施設とは、どのようなものが

認められるか。 

Ａ８ 以下のとおりです。2017年の生産緑地法改正により、農産物の直売所や農家レストラ

ン等が認められるようになりました。 

＜１号施設＞ 
生産緑地地区の保全を図るため、農林漁業が継続して行われるために必要不可欠
な施設であり、生産緑地法第８条２項１号に基づき設置が許可される。 
①生産又は集荷の用に供する施設 

  ビニールハウス、温室、育種苗施設、農産物の集荷施設 等 
②生産資材の貯蔵又は保管の用に供する施設 

農機具の収納施設、種苗貯蔵施設 等 
③処理又は貯蔵に必要な共同利用施設 

共同で利用する選果場 等 
④農林漁業に従事する者の休憩施設 
  休憩所、トイレ 等 

＜２号施設＞ 
経営の安定化を通じて農地の安定的な保全に資するという趣旨に基づき設置さ
れる施設であり、生産緑地法第８条２項２号に基づき設置が許可されるもの。 

①当該生産緑地地区及びその周辺の地域内において生産される農産物等を主た
る原材料として使用する製造又は加工の用に供する施設 

  製造・加工所 
②イの農産物等又はこれを主たる原材料として製造され、若しくは加工された物
品の販売の用に供する施設 

  直売所 
③イの農産物等を主たる材料とする料理の提供の用に供する施設 
  農家レストラン 

＜３号施設＞ 

いわゆる市民農園として農地を利用するにあたり必要な施設 
農作業の講習の用に供する施設、管理事務所その他の管理施設 

 農作業に関する講習施設、管理用具置場 等 
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Ｑ９ 農業用施設（Ｑ10の農作物栽培高度化施設を除く）を建設した生産緑地の税制上の扱

いはどうなるか。 

Ａ９ 農業用施設を建設した場合、施設を建設した部分について、地目が宅地となります。 

そのため、固定資産税評価は、生産緑地地区内の宅地としての評価となり、造成費相

当額を加算した額がその評価額となります。また、相続税の納税猶予制度は、農地に

認められた仕組みですので原則として適用できません。 

 

Ｑ10 農地法等の改正で、コンクリートで固められた農地も一定の要件を満たせば農地とし

て認められると聞いたが、生産緑地に指定することは可能か。 

Ａ10 2018年11月16日に改正農地法が施行されました。これにより、農業用ハウス等の施設

を農地に設置する場合、その施設が一定の基準を満たす農作物栽培高度化施設と認め

られる場合については、その施設の内部が全面コンクリート張りであっても、その土

地を農地とみなすこととなりました。 

農作物栽培高度化施設は、農地法施行規則第88条の３で示す要件の全てに該当するも

のと定められています。 

 

【農地法施行規則第88条の３（抜粋）】 

一 届出に係る施設が専ら農作物の栽培の用に供されるものであること。 

二 周辺の農地に係る営農条件に支障を生ずるおそれがないものとして届出に係

る施設が次に掲げる要件の全てに該当するものであること。 

イ 周辺の農地に係る日照に影響を及ぼすおそれがないものとして農林水産大

臣が定める施設の高さに関する基準に適合するものであること。 

ロ 届出に係る施設から生ずる排水の放流先の機能に支障を及ぼさないために

当該施設の設置について当該放流先の管理者の同意があつたことその他周辺

の農地に係る営農条件に著しい支障が生じないように必要な措置が講じられ

ていること。 

三 届出に係る施設の設置に必要な行政庁の許認可等を受けていること又は受け

る見込みがあること。 

四 届出に係る施設が法第43条第２項に規定する施設であることを明らかにする

ための標識の設置その他適当な措置が講じられていること。 

五 届出に係る土地が所有権以外の権原に基づいて施設の用に供される場合には、

当該施設の設置について当該土地の所有権を有する者の同意があつたこと。 

 

それでは、農作物栽培高度化施設として認められた施設を設置した農地が、すべて生

産緑地として認められるかというと、そうではありません。 
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国土交通省が公表する都市計画運用指針において、「農作物栽培高度化施設について

は、当該農地の緑地機能及び多目的保留地機能が著しく損なわれず、良好な生活環境

が継続的に確保されると認められる場合には、『生産又は集荷の用に供する施設』に

該当するものとして許可しても差し支えない」と記載されており、農作物栽培高度化

施設が1号施設として設置許可対象となるかどうかは、個々の生産緑地の状況及び周

辺の生活環境によります。そのため、設置を検討される場合は、お住まいの区市町村

の都市計画担当部署及び農業政策担当部署等へご相談ください。 

農作物栽培高度化施設として認められた生産緑地は、引き続き農地としてみなされま

すので、相続税納税猶予制度や固定資産税・都市計画税の農地並課税等の措置が適用

されます。なお、改正農地法の施行日（2018年11月16日）以前に設置された施設につ

いては、その対象となりません。 

 

Ｑ11 生産緑地に、農業経営に必要な駐車場を設置することは可能か。 

Ａ11 生産緑地法第８条２項２号に掲げる農林漁業の安定的な継続等に資する一定の施設

（いわゆる農家レストランや加工所等）に付帯するものや、市民農園において一定の

施設に付帯する施設としてもっぱらその利用者が利用する駐車場など、限られた条件

下において認められる場合があります。 

詳しくは、都市計画運用指針の該当部分をご参照ください。 

 

Ｑ12 農業用倉庫など、既に建物がある土地を生産緑地指定することは可能か。 

Ａ12 農業用倉庫をはじめとする、生産緑地法第８条に定める施設の立地する土地につい

て、生産緑地地区の指定の趣旨に合致し、かつ良好な生活環境の確保を図る上で支障

がないと区市町村が判断するものについては、生産緑地の指定を受けることができま

す。 

 

Ｑ13 法改正で面積の要件が緩和されたと聞いたが、どのような点が変更されたのか。 

Ａ13 2017年の生産緑地法改正により、区市町村が条例で生産緑地の下限面積を500㎡から

300㎡まで引き下げることができるようになりました。 

なお、一定の区域内にある農地を一団の農地として認める基準についても緩和され、

同一又は隣接する街区内に複数の農地がある場合、一団の農地等とみなして指定可能

になりました。 

 

 




